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ダイバーシティ＆
インクルージョン

の推進

2030年
コミットメント

すべての人々がより互いの多様性を認め個性を柔軟に発揮できるダイバーシティに富んだ社会の実現
私たちは、多様性と柔軟性をキーワードに、ステークホルダーすべての人がダイバーシティの本質である異なる個性や視点を大切にし、多様な能力を発揮
できる企業をつくります。また、多様な個性や能力が相互に影響し、機能し合うこと（インクルージョン）により、イノベーションを生み出し、多様なお客様の
期待に応え事業の成長を目指します。

背景と考え方
少子高齢化による労働人口の減少が社会問題となっています。JFRグループは、女性やシニア、中途採用など、多様な人がともに働く環境となっています。
そのため、マテリアリティをさらに一歩進め「ダイバーシティ＆インクルージョンの推進」として、多様な能力を尊重し、一体性を生み出すことで、企業の競争力
強化につなげます。

指標 2021年度実績 2022年度実績 2023年度KPI 2030年度KPI

●女性管理職比率 ●21.3%
●22.2％
●女性活躍推進プロジェクト実施
●女性管理職候補対象「キャリアフォーラム」開催

●26％
●2025年度  30％

●労務構成比と同等の
  50％を目指す

●定年延長
●65歳定年導入事業会社（大丸松坂屋百貨店、

JFRカード、大丸興業、JFR情報センター） ー
●65歳定年を導入する事業会社

拡大
●70歳定年を目指す

●障がい者雇用率
  （関係会社の特例範囲）

●2.66％（2021年6月時点） ●2.93%（2022年6月時点） ●2.6％ ●3.0％

●ダイバーシティの企業文化
醸成

●LGBTに関する制度（同性パートナーシップ
規則、性別移行支援休暇）の制定、LGBT
相談窓口の新設

●LGBTイベントの開催
 （大丸心斎橋店・京都店・松坂屋名古屋店・

渋谷PARCO）

●アンコンシャスバイアスアンケート実施
（従業員対象)
●LGBTイベントの開催（大丸京都店・松坂屋

名古屋店・渋谷PARCO）

●ダイバーシティ＆インクルージョン
の従業員への浸透100％

●LGBT等多様なお客様への売場・
商品・サービスへの展開

●ダイバーシティ＆インクルージョン
から生まれる多様な能力の発揮
による事業成長の実現

●多様なお客様への売場・商品・
サービスの展開

ワーク・ライフ・
インテグレーション

の実現

2030年
コミットメント

多様性と柔軟性を実現する未来に向けた新しい働き方による従業員とその家族のWell-Beingの実現
私たちは、新しい働き方として、多様性と柔軟性をキーワードにした働き方を促進し、同時に心身の健康を保ちます。
これにより、従業員と家族のWell-Beingを実現し、組織の生産性向上につなげます。

背景と考え方 ITの進化や、仕事と育児・介護を両立する人の増加、コロナ禍の影響による在宅勤務等の普及など、働き方が多様化しています。JFRグループは、2021年、マテ
リアリティを「ワーク・ライフ・インテグレーションの実現」に進化させ、従業員が仕事と生活の双方を充実させることに取り組み、企業の生産性向上につなげます。

指標 2021年度実績 2022年度実績 2023年度KPI 2030年度KPI
●育児・介護離職率 ●1.4％ ●1.8% ●1.０％未満 ●０％
●男性育児休職取得率 ●43.6％ ●68.0％ ●100％ ●性別問わず100％

●働き方
●テレワーク制度の拡充
●「J.フロント リテイリング健康宣言」策定

●年間休日数拡大
●年間所定労働時間短縮（大丸松坂屋百貨店）

●いつでもどこでも働ける組織
構築への制度・評価の定着

●いつでもどこでも働ける組織に
よる生産性の向上

●従業員満足度
  （従業員満足度調査） ー ー ●60％ ●80％

人びとと共に

人びとと共に

お客様のWell-Being Life人権尊重マテリアリティのKPIとその進捗 街づくり 人財地域活性化 ステークホルダーからの声
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サステナビリティの 
歩み JFRのマテリアリティ 環境の取り組み 社会の取り組みトップメッセージ TCFD提言に沿った 

情報開示 社外からの評価 サステナビリティボンド
レポーティング データ集推進体制 ステークホルダー

エンゲージメント 社会の取り組み



2030年
コミットメント

未来に向けたお客様の心と身体を満たすWell-Beingなくらしの実現
私たちは、お客様の心身ともに健康なくらし、安心なくらしに寄り添う高質で心地よい商品やサービスを提供することにより、お客様それぞれの自分らしい
Well-Beingと心豊かなワクワクする未来を提案します。

背景と考え方 コロナ禍を契機に、消費者の価値観や生活様式は大きく変化し、環境や社会課題の解決、健康につながる商品やサービスへのニーズが高まっています。JFRグルー
プは、このような外部環境の変化を背景に、お客様の健康・安全・安心の実現に向け、2021年から新たなマテリアリティとして取り組んでいます。

指標 2021年度実績 2022年度実績 2023年度KPI 2030年度KPI

●エシカル消費 ●エシカル商品を扱うショップの誘致 ●認証取得した商材を使った商品の販売
●食品安全と環境保全に関する

認証商品の取扱い強化スタート
●ライフスタイル全般におけるエ
シカル消費の拡大

●心と身体の健康

●医療ウェルネスモール
  「Welpa(ウェルパ)」をオープン
  （心斎橋PARCO）
●ショールーミングスペース「明日見世」を
オープン（大丸東京店）

●「Think Wellness ～ ココロとカラダに
素敵なマルシェ」（大丸神戸店）

●百貨店初の常設水族館「スマートアクアリ
ウム静岡」オープン（松坂屋静岡店）

●伝統文化やアート、カルチャー
などのエンタテインメント事業の
領域拡大

●ウェルネス事業の立ち上げ

●エンタテインメント事業やウェル
ネス事業の拡大による生活の
彩りの提供と新たな顧客体験の
創出

●サステナビリティ活動に対する
お客様の認知度・共感度 ー ●66％(お客様アンケート実施) ●30％ ●80％

2030年
コミットメント

未来を見据えた安全・安心でレジリエントな店づくりの実現
私たちは、防災や感染症リスク、BCP(事業継続計画)に対応し、店舗のレジリエンスを高めます。また、それと同時にデジタルを活用したオペレーションを
構築することで、安全・安心に配慮した新しい顧客接点を創造し、社会の期待に応える店づくりを推進します。

背景と考え方 コロナ禍を経て、感染予防を念頭においた安全・安心へのニーズが高まっています。JFRグループは、安全・安心にお買い物を楽しんでいただけるよう非接触に
よるコミュニケーションに積極的に取り組みます。

指標 2021年度実績 2022年度実績 2023年度KPI 2030年度KPI

●BCP・防災・防疫
●「JFR新型感染症対応マニュアル」の制定
●催事・ギフトセンターのバーチャル化

●JFR事業継続マニュアル（大規模地震編）に
基づくBCP机上訓練の継続実施

●BCPの高度化と防疫対策の強化
●デジタルを活用したコミュニケー
ションによる非接触での顧客
接点の強化

●最先端テクノロジーを取り入れ、
防災・防疫に対応したレジリエン
スの高い店づくりと、健康に配慮
した快適で心地よい空間の提供

お客様の
健康・安全・

安心な
くらしの実現

人びとと共に

お客様のWell-Being Life人権尊重マテリアリティのKPIとその進捗 街づくり 人財地域活性化 ステークホルダーからの声
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地域社会との
共生

2030年
コミットメント

地域の皆様とともに店舗を基点とした人々が集う豊かな未来に向けた街づくりの実現
私たちは、地域のコミュニティ、行政、NGO・NPOとともに、店舗を基点として、地域資産をいかした持続可能な街づくりに貢献します。
また、地域の魅力を発掘・発信することで、街に集う人々にワクワクするあたらしい体験を提供します。

背景と考え方 少子高齢化が進む一方で、都市部へ人口が集中する中、地域の魅力向上や地域活性化が社会課題となっています。また、企業には都市部だけではなく、地方の活性化
への取り組みが求められています。JFRグループは、全国にある店舗を中心とし、地域社会とともに地域の魅力向上に取り組んでいきます。

指標 2021年度実績 2022年度実績 2023年度KPI 2030年度KPI

●地域開発 ー

●レジデンス事業への新規参入（パルコ）
●名古屋「（仮称）錦三丁目25番街区計画」着工
●心斎橋「（仮称）心斎橋プロジェクト」開始
●Ｊ.フロント都市開発株式会社設立（2023年）
●「HAB＠熊本」開業（2023年）

●文化や歴史をはじめとする地域の特徴をいかした街の魅力
向上、街の賑わい創出に資する開発

●店舗のCSV化（サステナビリティ化）の横展開

●地域コミュニティとの連携
●大丸須磨店に「市立図書館」を開設
●BOOSTERを活用した京都の魅力アップ
「みっけ！kyoto」（大丸京都店）

●「Think LOCAL」WEBマガジンスタート
　（大丸松坂屋百貨店）
●「長崎県対馬市 × 九州探検隊」海ごみタイルアート

プロジェクト（大丸松坂屋百貨店）
●京都市と包括連携協定締結（大丸京都店）
●熊本県と包括連携協定締結（博多大丸）
●台東区、ローカルフードサイクリング株式会社と
「循環型ライフスタイルへの転換に向けた協定」を締結
（大丸松坂屋百貨店）
●BOOSTER（クラウドファンディング）を活用した

中小企業の販路開拓支援企画開始（パルコ）

●行政、教育機関、NGO・NPOとの連携による地域活性化の
推進

●地産地消などローカリティコンテンツの発掘・発信による
地域活性化の推進

地域と共に

サプライチェーン
全体の

マネジメント

2030年
コミットメント

お取引先様とともに創造するサステナブルなサプライチェーンの実現
私たちは、お取引先様とサステナビリティに対する考え方を共有し、共に社会的責任を果たすことを通じて、サプライチェーン全体で持続可能な未来の社会
づくりに貢献します。また、お取引先様とともに、サプライチェーンで働く人々の人権が守られ、健康に働き続けることができる職場環境づくりを実現します。

背景と考え方 サプライチェーン上で発生する差別や強制労働などの人権問題は、サプライチェーンに大きな影響を及ぼしています。JFRグループは、サプライチェーンに
潜むリスクに対応し、持続可能なサプライチェーンの構築を目指しています。

指標 2021年度実績 2022年度実績 2023年度KPI 2030年度KPI

●JFRお取引先様行動原則の
浸透

●お取引先様アセスメント実施：
  回答率40.6％、浸透率60％
●JFRお取引先様行動原則共有（パルコ）

●お取引先様との対話の実施
  （大丸松坂屋百貨店）

●アセスメントの回答率80％、
　浸透率25％

●アセスメントの回答率95％、
浸透率100％

●人権
●人権アセスメント実施
●人権リスクの特定

●人権リスクの見直し
●人権教育の実施（パルコ・大丸興業 2023年）

●人権デューデリジェンスの取り
組み拡大

●従業員への人権教育実施率100％

●お取引先様と従業員の人権が
尊重される事業活動の定着

地域と共に

お客様のWell-Being Life人権尊重マテリアリティのKPIとその進捗 街づくり 人財地域活性化 ステークホルダーからの声
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人権方針の策定 人権デューデリジェンス

サプライチェーン上で発生する強制労働や差別など人権問題への関心が高まる中、JFRグループは、国連の「ビジネスと人権の指導原則」を踏まえ、人権デューデ
リジェンスに取り組むことで、お取引先様とともに人権を尊重した事業活動の実現を目指しています。

事業活動の土台に据える人権尊重 社会

人権方針

人権デューデリジェンスサイクル
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街づくり 人財地域活性化お客様のWell-Being Life ステークホルダーからの声

❶人権に関する基本的な考え方
❷ステークホルダーと人権
❸人権デューデリジェンスの実施
❹人権尊重に対する企業風土の醸成
❺ステークホルダーとの対話

JFR
行動方針

お取引先様
行動指針

調達方針

人権方針

腐敗防止方針

労働安全衛生方針

人権尊重

当社グループは、企業活動における人権リスクを特定・評価し、その防止および軽減に向けて、人権デューデリジェンスを
実施しています。

当社は、2019年、国際的な人権に関する指針※に
基づき人権方針を策定しました。この方針は、JFR行動
原則に含み、私たちのあらゆる事業活動の土台となる
様々な人権課題について、役員、従業員全員が、理解
を深め、適切な対応を行うための考え方を示しています。

※「国際人権章典」 「ビジネスと人権に関する指導原則」 「労働に
おける基本的原則及び権利に関するILO宣言」 「国連グローバ
ル・コンパクト10原則」

2020年～
人権リスク特定
（毎年見直し）

2019年～
JFR行動原則・
JFRお取引先様
行動原則の周知

2021年～
第１回お取引先様
アセスメント実施
（隔年実施）
※2023年実施

2020年～
・統合報告書
・サステナビリティレポート
・WEB

2019年
人権方針策定 人権への悪影響を

特定・評価

悪影響への対処
（防止・軽減）

取り組みの実効性を
モニタリング

外部への情報提供
（開示）

JFR行動原則 JFRお取引先様行動原則

マテリアリティのKPIとその進捗 

JFRのマテリアリティ 環境の取り組み 社会の取り組みトップメッセージ TCFD提言に沿った 
情報開示 社外からの評価 サステナビリティボンド

レポーティング データ集サステナビリティの 
歩み推進体制 ステークホルダー

エンゲージメント 社会の取り組み

https://www.j-front-retailing.com/sustainability/way_to_think.html#pdfLink


ハラスメント相談窓口設置と内部通報制度

重要な人権リスク
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街づくり 人財地域活性化 ステークホルダーからの声お客様のWell-Being Life

ハラスメント相談窓口

当社グループは、ハラスメントの撲滅と未然防止に向け、2020年に「ハラスメント撲滅
宣言」を策定しました。また、問題発生時の迅速な対応や再発防止に取り組むため、「ハラ
スメント防止対策委員会」「ハラスメント相談窓口」をグループ各社に設置しています。
※2022年度相談件数・：・47件

内部通報制度

当社グループの内部通報制度は、全役員・従業員および当社グループで勤務する全て
の者（アルバイト・お取引先派遣者を含む）が、JFRグループ内における人権侵害や腐敗
行為を含むコンプライアンス上の問題についてコンプライアンス委員会に直接通知し是
正を求めることが可能です。通報窓口は、社内のほか社外（顧問弁護士）にも設置し、公
益通報者保護法に則り、通報者の秘密保護のほか、通報者に対する不利益取り扱いの
禁止について、社内規程で厳格に規定しています。
※2022年度利用件数・：・49件

●人権リスクの特定・評価
当社グループの事業活動に関連して影響を受け得るステークホルダーの人権リスク（人権

への潜在的な悪影響）について、以下のプロセスで特定・評価しました。本プロセスでは、
事業会社の担当部門や弁護士を含む外部専門家も加わって検討を重ねたことで、より実
質的な人権リスクの特定・評価につなげることができました。

バリューチェーン 上流（調達） 中流（JFRグループ事業活動） 下流（商品・サービスの利用）

ステークホルダー
仕入先企業・出店企業・協力
企業・ビジネスパートナー
企業の従業員

JFRグループの従業員
（店舗のアルバイトお取引
先派遣者含む）

お客様・地域住民

内容 製造・卸売・サービスの提供・
施工

商業施設・店舗運営（改装・
宣伝・施設管理・販促等）・販売
（EC含む）・企画・施工

商品・サービスの使用

当社グループ事業
に関連する重要な

人権リスク

・強制労働　　　・・・・・・児童労働・外国人の労働条件・長時間労働・低賃金・・救済にアクセスする権利・差別（ジェンダー・LGBTQ等）

・ハラスメント・長時間労働・差別（ジェンダー・LGBTQ等）
・顧客のプライバシー侵害
・（個人情報と肖像権）
・広告等を通じた差別的表現・・健康および安全

事業全体のバリューチェーンの整理と
事業内容ごとに想定される人権課題の網羅的な洗い出し

洗い出した人権課題について、深刻度（規模、範囲、救済困難度）および発生可能性の
観点で評価し、当社グループにとって重要性の高い人権リスクを特定

●モニタリング（お取引先様アセスメント）
2021年に初めて実施したお取引先様アセスメントでは、JFRお取引先様行動原則に

賛同いただいたお取引先様を対象に、行動原則の遵守状況（人権方針の遵守を含む）を
確認し、課題が見られるお取引先様とは改善に向けた対話を実施しました。

2023年秋に実施のアセスメントでは、特定した人権リスクを踏まえ、調査対象の精査、
質問内容の見直しなどを行い、実効性の向上を目指します。

人権尊重マテリアリティのKPIとその進捗 
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JFRグループが考えるWell-Being Lifeとは、従来の物質的、経済的豊かさに加え、精神的、社会的、環境的豊かさを実現した「心身ともに豊かなくらし」です。
当社グループは、お取引先様と協働しながら、新たな顧客体験の創出、地域と共生する魅力ある店舗づくり・街づくりに取り組んでいます。

ウェルネスアイテムの提供 eスポーツによる新たな顧客体験の創出Welpa子宮頸がん検診の受診促進

お客様のWell-Being Life 社会
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街づくり 人財地域活性化 ステークホルダーからの声

大丸神戸店では、2023年1月、「Think Wellness
～ココロとカラダに素敵なマルシェ」を開催しました。
本イベントでは、お客様がより健康的に美しく人生を
送っていただけるよう、「運動・休養・栄養」の3つの
視点からウェルネスアイテムとの出合いの機会を提供
しました。最新のマッサージ機器を実際に手に取って
体験できるスペースやテントサウナの展示、トークショーの
開催など、20以上のブランドを展開しました。

コロナ禍を経て、お客様の健康やセルフケアへの関心や
ニーズはますます高まっており、これらに応える提案が
必要であると認識しています。

当社は、グループビジョン “くらしの「あたらしい幸せ」を
発明する。”の実現に向けて事業領域の拡大を検討する中
で、次の時代の芽を発掘し、新たな体験・感動を提供する
ことを大切な使命の一つと捉えてきました。なかでも、昨
今、若い世代を中心に盛り上がりをみせているｅスポーツ
は注目カテゴリーの一つであったことから、2022年12月、
eスポーツチーム「SCARZ（スカーズ）」を保有する株式会
社XENOZ（ゼノス）を子会社化しました。

当社は、eスポーツ事業を通じ、未来のエンタテインメ
ント事業の育成、次世代の顧客基盤の獲得、リアル×デ
ジタルでの新たな顧客体験の創出を目指すとともに、
パルコや百貨店など既存事業とのシナジーを創出する
ことで新たな価値を創造していきます。

イベント風景 試合会場でのSCARZのeスポーツ選手

心斎橋PARCOでは、2022年11月、医療ウェルネス
モールWelpa（ウェルパ）にて、子宮頸がん検診の受診
促進キャンペーンを開催しました。先進諸国では子宮頸
がん検診は高い受診率を維持しているのに対し、日本で
は40%台と極めて低い現状※にあります。「費用が高い」 

「行くのが面倒」などの理由により敬遠されがちな検診を
少しでも気軽に受診いただくために開催しました。

Welpaは、「医療モールを“自分をケアする場所”へ」を
コンセプトに、心地よい空間で、医療から食・化粧品・フェム
テックまで幅広く提案し、女性が楽しみながら自分を
ケアすることを習慣化できるようサポートしていきます。
※OECD・Health・・Data・2022・より

人権尊重マテリアリティのKPIとその進捗 お客様のWell-Being Life
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にぎわいのある街づくり 社会

JFRグループは、店舗をもつ都市を中心に、文化や歴史をはじめとする地域の特徴を生かした街の魅力向上、街のにぎわい創出に資する開発を推進することで、
地域との結びつきを強化し、持続可能な街づくりに貢献します。

デベロッパー事業会社設立による地域開発の迅速化 新たな商業施設「HAB@」開業
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人財地域活性化人権尊重 ステークホルダーからの声お客様のWell-Being Life

当社グループは、中核事業の百貨店、SC事業に加え、
デベロッパー事業をグループ再成長の重点事業と位置
づけ、多様な都市生活提案と魅力的な街づくりを目指
しています。

2023年3月には、グループ保有不動産の価値最大化
に向けて、これまでパルコが運営してきたデベロッパー事
業を承継する形で、「J.フロント都市開発」を設立しました。

Ｊ.フロント都市開発は、当社グループが基盤を有する

パルコは、2023年4月、熊本市中心部のShinsekai
下通GATE（地下1階～地上２階）に「HAB@（ハブアッ
ト）」を開業しました。2020年2月に営業を終了した熊
本PARCO跡地に新たな形で出店したこの施設では、近
年の生活スタイル・消費者の変化を踏まえて、改めて“街
に出て過ごすこと”の価値を提案しています。

HAB＠は、「また、ここで待ち合わせ。」をキーワードに、
食事をともにする楽しさや、寄り道したお店でのショッピ
ングなど、リアルな場所だからこその体験を大切に、新
たな街のにぎわいのハブとなる施設を目指しています。主な開発物件

HAB＠熊本

（仮称）錦三丁目25番街区計画
名古屋「栄」での新たなランドマークとなる
文化・交流価値創造拠点の構築をコンセプ
トに、共同事業者とともに複合施設を開発し、
当社グループは商業部分を保有・運営する
計画です。

計画地 ： 名古屋市中区錦三丁目2501番１他
建物規模 ： 地上41階、地下4階

（仮称）心斎橋プロジェクト
大阪のメインストリートである御堂筋と長堀
通が交わる「心斎橋」の交差点に位置する
エリア最大級の物件を複合施設として共同
事業者と開発します。

計画地 ： 大阪市中央区南船場三丁目8番4他
建物規模 ： 地上28階、地下2階

2023 2026 2030

2023年1月　（仮称）心斎橋プロジェクト　新築工事着工

2023年度　レジデンス3物件　竣工2023年4月　HAB@開業

2026年2月　（仮称）心斎橋プロジェクト　竣工
2026年3月　（仮称）錦三丁目25番街区計画　竣工、夏開業2022年7月　（仮称）錦三丁目25番街区　新築工事着工

7都市（札幌、東京、名古屋、京都、心斎橋、神戸、福岡）
の重点エリアにおいて、商業を起点としたホテルやオフィ
ス、レジデンスなど多用途な複合開発を推進し、街の魅
力向上に取り組んでいきます。また、これらの開発にお
いては、百貨店やSCなど各事業基盤やリソース、ノウハ
ウを結集させた開発を行うことで、当社グループならで
はの新たな空間価値を創造し、地域の付加価値向上を
目指します。

マテリアリティのKPIとその進捗 街づくり
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大丸松坂屋百貨店  地域と取り組む資源循環

JFRグループは、地域コミュニティやお取引先様をはじめとしたパートナーの皆様と協働し、環境や社会課題の解決に向けた活動を通じて、地域活性化に
取り組んでいます。

地域コミュニティとの連携による地域活性化 社会

消費科学研究所×JFRこどもみらい 
サイエンスラボ特別イベント開催

JFRカード  こども食堂支援募金の実施

パルコ  クラウドファンディング活用による中小企業支援
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街づくり 人財お客様のWell-Being Life人権尊重 ステークホルダーからの声地域活性化

大丸松坂屋百貨店の未来定番研究所（東京・
台東区）では、これまで生ごみを堆肥に変える
コンポストを軸に、食の資源循環や地域コミュ
ニティの形成へ向けた実証実験を進めてきまし
た。そして、2023年6月、台東区、ローカルフー
ドサイクリング株式会社と「循環型ライフスタ
イルへの転換に向けた協定」を締結しました。
今後、三者協力のもと、「生ごみをごみとして処理しない！」をテーマに、台東区エリアでの
取り組みを推進していきます。

消費科学研究所は、JFRこどもみらいが運営する幼児園
Kids Duo International青葉台にて、年長クラス向けに、
水と資源をテーマとした特別イベントを開催しました。百貨
店業界を中心として幅広い分野の品質管理・衛生管理を行う
消費科学研究所の社員が講師となって、簡易的なろ過装置
を用いて水をきれいにする実験や、牛乳パックから紙づくり
を行うリサイクル体験など、こどもたちが楽しみながら取り
組むことのできるワークショップを実施しました。グループ内
事業会社のコラボレーションにより、未来を担うこどもたち
が環境について考えるきっかけを提案しました。

JFRカードは、クレジットカード決済でのクラ
ウドファンディング型募金を定期的に実施して
います。同社は、こども食堂の支援を通じて誰
も取りこぼさない社会をつくることを目指して
いる「認定NPO法人全国こども食堂支援セン
ター・むすびえ」の取り組みに賛同し、2023年
2～3月、「こども食堂支援募金」を実施しました。集まった募金646,500円は、むすびえ
の活動を通して、こども食堂を運営する方々や、こども食堂に集まる方々の支援に役立て
られます。

パルコは、2022年12月、公益財団法人東
京都中小企業振興公社とともに、パルコが運営
する購入型クラウドファンディング「BOOSTER」
を活用し、中小企業の販路拡大を支援する
企画を実施しました。

公社が実施する中小企業向けの販路開拓支
援「中小企業ニューマーケット開拓支援事業」の中から選出された製品・企業に対して、
BOOSTER上での特設サイトの開設、クラウドファンディング専任アドバイザーによるサポー
ト、渋谷PARCO「BOOSTER STUDIO」での展示を行いました。これまで、クラウドファ
ンディングを利用したことのない中小企業が安心して新たな販路開拓に取り組むことが
できる機会となりました。

マテリアリティのKPIとその進捗 
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人財力主義

JFRグループは、サステナビリティ経営を推進するための最大の経営資源は「人」であり、人財の成長なくして企業の成長・発展はないと考えています。「従業
員は宝（財）」であるとの認識のもと、その個性と能力を最大限に引き出し、人財力を開発する“人財開発企業”の実現を目指しています。

経営を支える多様な人財 社会
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街づくり 地域活性化お客様のWell-Being Life人権尊重 ステークホルダーからの声人財

当社グループは、職務型人事制度を経て、2019年度から、一人ひとりの人財にフォー
カスし、「人財力」を高めるための独自の考え方である「人財力主義」という考え方をとっ
ています。これは、一人ひとりの成果、行動、知識・スキルといった表出している部分だけ
ではなく、目に見えない、人財価値、性格、価値観、気質、志向・趣味を含めて正しく把握
し、適正配置による仕事を通じた育成と、その成果を適正に評価し処遇する人事マネジメ
ントの仕組みです。
「人財価値」という視点を取り入れて開発していくことを通じて、不透明な経営環境下

でも成果を発揮できる基礎的な能力を磨くことにつながり、年齢や性別にとらわれない
戦略的な人財配置も可能となります。

成果・貢献

行動

知識・スキル

影
響
力

折
衝
力

意
志・意
欲

学
習
力

育
成
力

性格、価値観、気質、志向・趣味

多角的・網羅的なアセスメントを
通じて人財力を総合的に把握

配置・育成・評価・処遇に反映
人財価値

革
新・創
造
力

人財力

《 グループ戦略課題 》
事業ポートフォリオ変革・新百貨店ビジネスモデルへの転換

永続的な成長に不可欠な必須条件 （社会的要請）

組織風土・企業文化の刷新

人財運営基盤の再構築

人財力を
基軸とした
人財開発

要員
計画

退職
シニア 採用

処遇
労働条件

評価
アセスメント 育成

配置

ダイバーシティ＆
インクルージョン
・女性・シニア活躍
・LGBT、障がい者

・効果的な働き方
・副業への対応

・育児両立支援
・介護への対応

・雇用区分間均衡
・年金・退職金

・メンタル疾患対策
・ハラスメント対策

ワーク・ライフ・
インテグレーション

同一労働・
同一賃金

健康経営・
人権働き方の多様化

人事諸制度 タレントマネジメントシステム 人事組織・体制

人財力

マテリアリティのKPIとその進捗 
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人財育成 「JFR MIRAI CREATORS Fund」の設立デジタル人財の育成
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街づくり 人財地域活性化お客様のWell-Being Life人権尊重 ステークホルダーからの声

新規事業の創出

発明風土の進化

グループ外の
事業シーズ、
アイデアとの
結合

経営人財育成

企業
風土

事業
シーズ

人財

人財出向、
経営人財の育成

内発的動機を刺激
新たなチャレンジ促進

当社グループが重点的に投資していく人財像は、“内
発的動機と、ビジョンや目指す姿を重ね合わせ、「自ら
手を挙げる」自律した人財”です。

人財開発の方針として、一律に底上げをはかるもの
は効率化し、選抜型、「自ら手を挙げる」公募型のカリ
キュラムに重点投資するという「選択と集中」を基本と
しています。

具体的には、①若年層の早期育成と選抜、②セカン
ドキャリアを迎えるミドル・シニア層のリスキリングによ
る再活性化、③グループ事業会社内にとどまらない高
い汎用性を持った経営人財の育成、に重点的に資源投
入していきます。

当社は、2022年10月、ベンチャーキャピタル事業に
幅広い知見を有するイグニション・ポイントベンチャーパー
トナーズ株式会社と共同で、コーポレートベンチャーキャ
ピタル「JFR MIRAI CREATORS Fund」を設立しました。
本ファンドは、スタートアップ企業との資本・業務提携を
通じた新規事業の創出におけるR&Dの強化や、当社
グループの風土改革を主な目的としています。

本ファンドは「未来をより良く、面白くする」をビジョン
に掲げ、多くのグループ社員が参加できる仕組みとす
ることで、未来の経営人財の育成と、グループビジョン
実現に向けた「発明する」企業風土への進化にもつなげて
いきます。

これからのイノベーションに欠かせないのはデジタル
人財※です。当社は、2030年までにグループ全体で
1,000人のデジタルコア人財を育成する目標を掲げてい
ます。これは、グループ各社各部門に最低１名以上のデ
ジタルコア人財を配置することを想定したものとなって
います。

2022年には、中核となるデータアナリスト、デジタル
デザイナーの育成を開始し、２０２３年８月現在、３８名が
プログラムを修了しました。

当社グループは、この取り組みによって、日々の業務
に新たな価値や変化をもたらすだけではなく、部門や事
業会社を超えた相互連携による業務革新やシナジー創
出を通じた生産性向上を目指していきます。
※データやデジタルテクノロジー、そしてビジネスリテラシーを持ち、データをビジ　
　ネスに活用するカスタマーデータドリブン経営と、新規ビジネスを支える人財

社外キャリア
支援

キャリア面談

キャリア開発
研修

キャリア開発スキル・知識選抜型 階層別
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当社グループでは、２０１９年に策定した「人権方針」に
おいて、性的指向・性自認への差別とハラスメントの禁止
を明文化しています。

２０２１年３月には、「同性パートナーシップ規則」の制定
および「性別移行支援休暇」を新設しました。また、全事
業会社内に社員が匿名で相談できる「LGBT相談窓口」
も設置し、多様な社員が活躍できる職場環境の構築に努
めています。

また、管理職研修や、全従業員を対象としたe-ラーニ
ング、社内イントラネットでの啓発などを通じて、全従業
員のLGBTに関する理解促進と、多様な個性を尊重する
インクルーシブな風土醸成に取り組んでいます。

渋谷PARCOは、2022年からダイバーシティをテー
マとした「PRIDE」を開催しています。館内外をレインボー
カラーに彩り、あらゆるボーダーから自由になり、一人
ひとりの自分らしさに目を向けたイベントや展覧会を開催
しました。

男性育児休職取得率（連結）

※2021年度以降、男性育児休職取得率は、・LRQAリミテッドによる第三者保証を取得

2020年度 2021年度 2022年度
18.8％

・（取得人数8名）
43.6％

・（取得人数24名）
68.0％

・（取得人数３４名）

当社グループは、全社員の52.9%が女性であることか
ら、企業成長を目指すうえで、女性の活躍を推進するこ
とは重要な経営戦略であると認識し、取り組みを強化し
ています。２０２２年度は、「女性活躍推進プロジェクト」を
社長直轄で実施しました。

また、今後活躍を期待する女性を対象とした選抜型
「キャリアフォーラム」を開催し、リーダーシップの発揮、
管理職になるためのマインドセットについて研修を行い
ました。

女性活躍推進プロジェクト
プロジェクトメンバーは、各事業会社選出の男女で構成

し、誰もが個性と能力を十分に発揮できる環境づくりにつ
いて論議を重ね、代表執行役社長への提言を行いました。

この提言を元に、サステナビリティ委員会で各事業会社
社長を含む委員が、課題やあるべき姿について論議し、最
終的には、代表執行役社長が全従業員に対して、ダイバー
シティ＆インクルージョンの実現に向けたコミットメントを
表明しました。

女性取締役の登用
当社は、2023年5月末現在、取締役11名のうち、女

性は3名（社内1名、社外2名）であり、女性比率は27％と
なっています。

男性育児休職の取得促進
当社グループは、従来の男女の性別役割分担の意識に

とらわれることなく、従業員一人ひとりが、生活と仕事を
両立しながら働きがいをもって活躍できる環境を築き、従
業員のWell-Being Lifeを実現したいと考えています。

J.フロントリテイリングと大丸松坂屋百貨店では、産後
パパ育休（出生時育児休職）の取得日数に応じた「育児参
画奨励金」の支給や、性別を問わず取得できる育児支援
休暇（小学校就学月の末日までの子どもがいる社員を対
象に、毎年3日取得可能）を設けています。またパルコでは、
育児休職を取得した従業員に対し、性別を問わず奨励金
を支給し、従業員の積極的な育児参加を促進しています。

※2021年度以降、女性管理職比率は、・LRQAリミテッドによる第三者保証を取得
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お客様アンケート

ESG説明会

従業員意識調査
大丸松坂屋百貨店は、大丸・松坂屋のサステナビリティ活動に関するお客様アン

ケートを実施しました。

【概-要】
調査期間 ： 2022年10月12日～31日
調査方法 ： 大丸松坂屋アプリ、大丸松坂屋メールマガジン、 エコフ リサイクルキャン
　　　　　ペーンウェブサイトを通じたインターネットによる回答
回答数 ： 2,794名

当社では、「ESG説明会」を2018年から毎年実施しています。2022年度は、人財をテーマに人財
戦略の基本的な考え方やデジタルコア人財の育成などについて、投資家の皆様と対話を行いました。また、
本説明会には、社外取締役も参加し、当社ガバナンスの現況と課題についても対話を行いました。

当社は、サステナビリティの取り組みを推進していく上で必要なことは、従業員
一人ひとりの理解と、自分ごととして日々の業務で実践していくことだと考えています。
この認識のもと、社内理解・浸透状況を把握するため、2022年度から従業員意識
調査を実施しています。

【概-要】
調査期間 ： ２０２３年２月１日～１５日
対象 ： JFRグループ従業員
回答数 ： 4,830名（回答率70.4%）

サステナビリティ方針や7つのマテリアリティについては認知が進む一方で、「ＣＳＶ：
Creating Shared Value（共通価値創造）」については、約25％が知らないと回答しました。

引き続き、従業員の日々の業務がどのような形でＣＳＶにつながるのか、業務と紐づけ
て考える機会の提供などを行うことで理解浸透を図り、新しい価値の創出につながる
風土醸成に取り組んでいきます。

●大丸や松坂屋は、環境や人権に配慮した　
　取り組みを行っているか

　サステナビリティ認知度・共感度 66％

●お客様の共感度が高い取り組み（上位）
・エコフ リサイクルキャンペーン
 （衣料品などのリサイクル）

・店舗の再生可能エネルギーの使用
やLED化の推進

・身体の不自由な方や高齢者に配慮
した店舗設計

今後もお客様とのコミュニケーションを通じて、当社グループらしいサステナビリティ
の取り組みを進め、お客様のWell-Being Lifeの実現に貢献していきます。
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